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ま え が き 

 

 外国企業の日本に対する直接投資は、1990年代前半にはほぼ横ばい傾向で推移していたが、

1997年度下半期から急速に増加した。財務省の対内直接投資実績によると、1997年度、1998

年度と増加した直接投資額は1999年度には1996年度と比較して10倍以上の１兆8,827億円に

達した。これをピークに対内直接額は幾分低下し各年度5000億～１兆円程度で推移している。

投資額を地域・国別にみると、ヨーロッパが各年度を通じて30～50％を占め、アメリカが平

均30％、ケイマン諸島、バミューダ諸島などのタックス・ヘイブン地域から20％投資されて

いる。業種別にみると、製造業30％、非製造業70％。製造業に対する投資は機械と化学が中

心で、両者をあわせると毎年度、製造業投資の80～90％を占めている。非製造業の中では通

信業、商事・貿易業、金融・保険業、サービス業の割合が多い。 

  1997年度下半期から外国企業の対日投資が増えた背景には、規制緩和の進展、とりわけ日本

版ビックバンと呼ばれた金融市場の規制緩和の実施がある。このため1998～2001年度にはＭ＆

Ａ、株式資本によるものが多かったが、その後は外資比率100％の子会社で日本市場に参入す

るケースが増えている。外資系企業数は、金融・保険業、不動産業を除く経済産業省の外資系

企業動向調査(外資比率1/3超の企業が対象)でみると、1997年度の3185社が2004年度には4465

社に増えている。外資系企業の増加は、中期的にみれば、今後も続くものとみられている。 

  本報告書は、こうした外資系企業の労使関係、人事管理、労働条件など関する実態を明ら

かにし、労働政策立案の一助とするとともに、在日外資系企業の円滑な事業活動の推進に寄

与することを目的に、2005年末の状況をアンケート方式で調査した結果をとりまとめたもの

である。本調査は厚生労働省(当時、労働省)が1973年に開始し、1999年までほぼ４年に１回実

施してきた調査を引き継いだもので、当機構では２回目、1973年から起算すると９回目の調査

となる。調査に当たっては過去の調査結果と比較対照できるよう調査項目、手法は原則として

踏襲している。 

  多忙の中、調査に協力いただいた外資系企業各社に対し厚くお礼申し上げる。 
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